様式第１号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

提出者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）

平成　　年度新成長産業創出事業補助金　事業計画書

平成　　年度新成長産業創出事業補助金について、補助金の交付を受けたいので、関係書類を添え、下記のとおり提出します。

記

１　補助事業等の名称　　　　　　　補助金名　　新成長産業創出事業補助金

（　　　　　　　　　　枠）

研究開発テーマ「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業等の目的および内容　　別紙１補助事業計画書のとおり

３　補助事業の完了の予定期日　　　開始予定期日　平成　　年　　月　　日

および実施の計画　　　　　　　完了予定期日　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　（　　　年 計画）

実施の計画　　別紙１補助事業計画書のとおり

４　交付申請予定額　　　　　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　円

補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　円

交付申請予定額　　　　　　　　　　　　　　円

５　交付申請予定額の算出方法　　　別紙２補助事業経費内訳書のとおり

６　補助事業の経費の配分　　　　　別紙２補助事業経費内訳書のとおり

および経費の使用方法

７　添付書類　　　　　　　　　　　別紙１　事業計画書

別紙２　経費内訳書

法人の登記簿謄本（写し）

会社概要（パンフレット等）

決算報告書等（直近３期分）

県税に滞納がない旨の証明書

（注）用紙はすべてA４を使用し、原則として縦長横書きとしてください。

様式第２号

番　　　　　号

年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　様

申請者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度新成長産業創出事業補助金　交付申請書

平成　　年度新成長産業創出事業補助金について、補助金の交付を受けたいので、福井県補助金等交付規則第４条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり申請します。

記

１　補助事業等の名称　　　　　　　補助金名　　新成長産業創出事業補助金

（　　　　　　　　　　枠）

研究開発テーマ「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業等の目的および内容　　別紙１補助事業計画書のとおり

３　補助事業の完了の予定期日　　　開始予定期日　交付決定日

および実施の計画　　　　　　　完了予定期日　平成　　年　　月　　日

実施の計画　　別紙１補助事業計画書のとおり

４　交付申請額　　　　　　　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円

補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円

交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円

５　交付申請額の算出方法　　　　　別紙２補助事業経費内訳書のとおり

６　補助事業の経費の配分　　　　　別紙２補助事業経費内訳書のとおり

および経費の使用方法

７　添付書類　　　　　　　　　　　別紙１　事業計画書

別紙２　経費内訳書

別紙３　収支予算書

別紙４　補助事業に係る確認書

法人の登記簿謄本（写し）　　※

会社概要（パンフレット等）　※

決算報告書等（直近３期分）　※

県税に滞納がない旨の証明書　※

※については、事業計画書の提出時に提出している場合は不要
様式第１号（様式第２号）の別紙１

事業計画書
Ⅰ　申請者

	補助金名
	平成　　年度新成長産業創出事業補助金（　　　　　　　　　　枠）

	申請者（注１）


	グループ名
	

	
	企業名
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	ＵＲＬ
	

	
	主たる業種
	（日本標準産業分類、中分類）


	
	主要製品
	

	
	加盟業界団体等
	

	
	従業員
	名
	設　立
	　　　　年　　月

	
	資本金
	千円
	売上高
	千円

	
	取引金融機関
	

	
	株主
	別添１「株主等一覧表」のとおり

	
	経営状況
	別添２「経営状況表」のとおり

	
	グループの構成
	別添３「グループ構成員等一覧表」のとおり

	連絡担当者
	所属・役職
	

	
	氏名
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅメール
	

	代表研究者
	所属・役職
	

	
	氏名
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅメール
	

	
	略　　歴
	

	研究者

（所属・役職　氏名）
	

	
	

	
	

	経理担当者
（所属・役職　氏名）
	


（注１）「申請者」の欄には、グループを代表する県内企業について記載し、「グループの構成員」の欄

に、グループを構成する企業等の名称、所在地、代表者名および大学等の名称、学部学科名、担当者名を記載すること。
Ⅱ　事業内容

１．概要

	研究テーマ

（事業内容を表現する適切な名称を記載してください。）
	

	
	目的と内容
	成果目標

	一　年　目
	技術開発・

試作品開発
	
	

	二　年　目
	技術開発・

試作品開発
	
	

	事業化の目標

（研究開発で得られる成果を活用した事業化の予定を簡潔に記載してください。）
	

	研究開発の期間　
	開始予定期日　交付決定日
完了予定期日　平成　　年　　月　　日


２．詳細

（１）補助事業の実施体制
（実施する業務内容と、関わる関係者のそれぞれが担う役割を記載した実施体制図を簡潔に記した上で、技術指導を受ける場合もその内容等を言及し、試作開発の実施過程で必要な技術等をどのように手立てするのかを具体的に記載してください。）
（２）技術開発・試作品開発

ⅰ．自社保有技術について

（今回の補助事業に利用する保有技術またはこれまでに進めてきた研究開発について記載してください。）

ⅱ．技術的課題と研究の目的、必要性について

	① 市場や製品へのニーズや現状、今後の動向など、研究開発の背景や目的について



	② 研究の背景に対して、自社または自社製品における技術的課題や問題点など、解決すべき課題について



ⅲ．研究開発内容について

① 技術的課題の解決方法について

（技術的課題の解決方法がわかるように記載してください。必要に応じて、概略図や写真、サンプル等を添付してください。）

② 具体的な取り組み内容について

（課題を解決するための工程ごとに見出しをつけつつ、不可欠な研究開発、材料や機械装置等を明確にしながら具体的な目標およびその具体的な達成手段を記載してください。）
（３）試作開発や販路開拓で予定している主な工程ごとのスケジュール
（具体的な取り組み内容における各工程に沿って、どのようなスケジュールで進めていくのかを記載してください。研究項目には、実施工程ごとにつけた見出しを記載してください。）
（初年度）

	研究項目＼月
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（次年度）

	研究項目＼月
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（４）研究開発成果の事業化の目標

	事業化する製品
・サービス等
	

	事業化の時期
	

	具体的な内容
および方法
	

	市場の規模
および動向
	（成果が実用化されることで、どのようなユーザーやマーケットに影響を及ぼすことができるのかについて、想定される市場規模等について簡潔に記述してください。）


	売上等の見込み
	


（５）専門家支援について（技術指導受入費または専門家謝金がある場合）

	指導者
	所属・役職

氏名
	

	
	指導内容
	別添４のとおり


（６）外部協力について（大学等から無償で協力を受ける場合）

	外部協力者
	所属・役職
氏名
	

	
	協力内容
	


３．申請者の公的支援制度の利用実績（過去５年間）および申請予定

	年度
	実施機関
	制　度　名
	金　額

	
	
	
	千円

	
	
	
	千円

	
	
	
	千円


別添１
株主等一覧表
（平成　　年　　月　　日現在）
会社名　　　　　　　　　

（株　主）
	株主名
	住　所
	持株数
	比　率
	備　考
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１　株主が法人の場合は、備考欄にその法人の資本金および従業員数を記入してください。

２　比率は、小数点第２位を四捨五入して小数点第１位まで記入してください。

（役　員）

	役職名
	氏　名
	住　所
	備　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）　役員が、他社の役員又は職員を兼務している場合は、備考欄にその会社名、資本金、従業員数およびその会社での役職名を記入してください。

別添２

経 営 状 況 表
（平成　　年　　月　　日現在）
会社名　　　　　　　　　

（単位：千円）

	期　別

項　目
	第　　期

平成　年　月　日から

平成　年　月　日
	第　　期

平成　年　月　日から

平成　年　月　日
	第　　期

平成　年　月　日から

平成　年　月　日

	売上高　　A


	
	
	

	経常利益　B


	
	
	

	総資本　　C


	
	
	

	自己資本　D


	
	
	

	流動資産　E


	
	
	

	流動負債　F


	
	
	

	総資本経常利益率

B×100

C
	
	
	

	売上高経常利益率

B×100

A
	
	
	

	自己資本比率

D×100

C
	
	
	

	流動比率

E×100

F
	
	
	


（注）１　本資料は、過去３年分の財務諸表により作成してください。
２　金額は、百円の位を四捨五入して千円単位で記入してください。率は、小数第２位を四捨五入して小数第１位まで記入してください。
３　過去３年分の決算報告書、貸借対照表、損益計算書を添付してください。
別添３

グループ構成員等一覧表

１．グループ構成員

（１）企業

	
	企業名等
	企業概要等
	研究者等
	代表者印

	１

代表
	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ
	

	２


	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ
	


（注）１グループを代表する企業を「１」に記載し、その他のグループを構成する企業等を２以下に記載すること。

　　　２　事業計画書（様式第1号）提出時には代表者印の押印不要
　　　

（２）大学等、試験研究機関

	
	大学（機関）名等
	研究者等
	連絡先
	代表者

または

研究者印

	１


	名称

所在地
	所属（学部学科）

職

氏名
	ＴＥＬ


	


（注）事業計画書（様式第1号）提出時には研究者印の押印不要
２　共同研究を行う必要性、有効性

	


３　研究の分担

	
	企業・大学等名
	分担する研究項目および内容

	１


	
	

	２


	
	

	３


	
	


別添４
技術指導・専門家支援受入計画書
	指導者
	住所

所属・役職

氏名

	指導を受ける者

（所属・役職・氏名）
	

	指導が必要な理由と
指導内容
	

	契約予定日
	         年    月    日

	契約実施期間
（始期および終期）
	         年    月    日から
         年    月    日まで

	契約金額･
支払方法および期日
	   総額                          円
　　　（１時間当たり　　　　　　　　　円）

         年    月    日


様式第１号（様式第２号）の別紙２

経費内訳書（１年目）
経費配分内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	種　別
	内　容
（注２）
	仕　様
（注３）
	単位
（注４）
	数量
	単価
	補助事業
に要する
経費
（税込）
（注５）
	補助対象
経費
（税抜）
（注６）
	補助金
交付
申請額
（注７）
	備考
（注８）

	技術開発・試作品開発費
	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	機械装置費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	外注加工費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	技術指導
受入費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	特許取得費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	共同研究費

（注９）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	直接人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	その他
の経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


様式第１号（様式第２号）の別紙２

経費内訳書（２年目）
経費配分内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	種　別
	内　容
（注２）
	仕　様
（注３）
	単位
（注４）
	数量
	単価
	補助事業
に要する
経費
（税込）
（注５）
	補助対象
経費
（税抜）
（注６）
	補助金
交付
申請額
（注７）
	備考
（注８）

	技術開発・試作品開発費
	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	機械装置費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	外注加工費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	技術指導
受入費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	特許取得費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	共同研究費

（注９）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	直接人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	その他
の経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


（注１）必要に応じ、行を追加して使用してください。

　購入または借用の額が５０万円以上のものについては、仕様と単価の根拠が分かるもの（仕様書、単価表、カタログ、見積り等）を添付すること。

（注２）「内容」には、品名等の名称を記載すること。

（注３）「仕様」には、それぞれの形式、性能、構造等を記載すること。

（注４）「単位」には、それぞれの物の算出単位を記載すること。

（注５）「補助事業に要する経費」とは、当該研究を遂行するのに必要な経費を意味し、ここでは消費税込みの金額を記載すること。

（注６）「補助対象経費」には、「補助事業に要する経費」のうち補助対象となる経費（消費税抜き）を記載すること。

（注７）「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、「補助対象経費」の合計に補助率を乗じた額以内（千円以下は切り捨てること。）、かつその合計額は補助限度額以内とすること。

（注８）備考欄には、購入、借用等の別を記載すること。

（注９）共同研究グループ、大学等、試験研究機関に支出する共同研究費については、「経費内訳書」に準じた内訳書を別に作成し、添付すること。
経費内訳書（総括表）
（２年計画を立てる場合は、その合計を記載してください。）
（単位：円）

	区分
	種　　別
	補助事業に
要する経費
（税込）
	補助対象経費
（税抜）
	補助金交付申請額

	
	
	
	
	２年合計
	（初年度）
	（次年度）

	技術開発・試作品開発費
	消耗品費
	
	
	
	
	

	
	原材料費
	
	
	
	
	

	
	機械装置費
	
	
	
	
	

	
	外注加工費
	
	
	
	
	

	
	技術指導受入費
	
	
	
	
	

	
	特許取得費
	
	
	
	
	

	
	共同研究費
	
	
	
	
	

	
	直接人件費
	
	
	
	
	

	
	その他の経費
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	


資金調達内訳

①　補助事業に要する経費調達内訳
	区　　　分
	補助事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自　己　資　金
	
	

	補　　助　　金
	
	

	借　　入　　金
	
	

	そ　　の　　他
	
	

	合　　計　　額
	
	


②　補助金相当額の手当方法
	区　　　分
	補助事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自　己　資　金
	
	

	借　　入　　金
	
	

	そ　　の　　他
	
	

	合　　計　　額
	
	


※補助金の支払いは、原則として補助事業終了後の精算払いとなりますので、補助事業実施期間中、
補助金相当分の資金を確保する必要があります。
様式第２号の別紙３
収支予算書

収　入　

	区　　　分
	金　　　額（円）
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	補　　助　　金
	
	

	借　　入　　金
	
	

	そ　　の　　他
	
	

	合　　　　　計
	
	


支　出
	区分
	種　　　別
	金　　　額（円）
	備　　　考

	技術開発・試作品開発費
	消耗品費
	
	

	
	原材料費
	
	

	
	機械装置費
	
	

	
	外注加工費
	
	

	
	技術指導受入費
	
	

	
	特許取得費
	
	

	
	共同研究費
	
	

	
	直接人件費
	
	

	
	その他の経費
	
	

	合　　　　　計
	
	


　上記、収支予算書の内容に相違ありません。

　平成　　年　　月　　日
申請者　　住　　　所

名　　　称

代表者氏名　　　　　　　　　　　印
※申請は、単年度ごとです。単年度分の収支予算を記載してください。
様式第２号の別紙４

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

申請者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度新成長産業創出事業補助金に係る確認書

平成　　年度新成長産業創出事業補助金について、補助金の交付の決定を受けた場合は、下記の事項を約する。

記

１　福井県補助金等交付規則、産業労働部地域産業・技術振興課所管補助金等交付要綱および新成長産業創出事業補助金交付要領の規定に基づき、補助事業を実施します。

２　補助金の交付の決定を受けた日から補助事業の完了した日の属する県の会計年度の終了後５年が経過するまでの間、福井県が行う当該補助金に関する検査および調査について協力します。

３　補助金の交付の決定を受けた日から補助事業の完了した日の属する県の会計年度の終了後５年が経過するまでの間、補助事業に係る事業化状況について報告し、その後も、実際に事業化された場合は、報告します。また、その内容が公表されることを了承します。
４　福井県から補助事業の研究成果等についての発表等を求められたときは、それに協力します。

様式第３号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度新成長産業創出事業補助金　交付決定前着手届

平成　　年　　月　　日付けで交付申請しました新成長産業創出事業補助金に関し、別記条件を了承のうえ交付決定前着手したいので、お届けします。
記

１　補助事業等の名称　　　　　　　補助金名　　新成長産業創出事業補助金

（　　　　　　　　　　枠）

研究開発テーマ「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業の着手および　　　　　着手期日　　　平成　　年　　月　　日

完了の予定期日　　　　　　　　完了予定期日　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　

３　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

４　交付決定前着手を必要

とする理由

別記条件

（1） 交付金の交付決定を受けるまでの期間内に天災地変等の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は事業主体が負担するものとする。

（2） 交付申請のとおり交付決定がなされなかったとしても異議は申し立てない。

様式第４号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度新成長産業創出事業補助金　計画変更承認申請書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（平成　年　月　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けた新成長産業創出事業補助金の事業計画（事業内容、経費配分）を下記のとおり変更したいので承認をお願いします。

記

１　変更の理由

（１）研究開発テーマ　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

（２）変更の理由

２　変更の内容

（変更前）

（変更後）

（注）

１　変更の理由を証する書類を添付すること。

２　変更の理由および内容は、できるだけ詳細に記入すること。

３　変更の内容には、変更前と変更後の事業計画、経費配分を記載すること。

４　変更後の経費内訳書を添付すること。

様式第５号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度新成長産業創出事業補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（平成　年　月　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けた新成長産業創出事業補助金に係る補助事業を下記の理由により中止（廃止）したいので承認をお願いします。

記

１．中止（廃止）の理由

（１）研究開発テーマ　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

（２）中止（廃止）の理由

２．中止の期間（廃止の時期）

（注）

１　中止（廃止）の理由を証する書類を添付すること。

２　中止（廃止）の理由および内容は、できるだけ詳細に記入すること。

様式第６号

番　　　　　号

年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度新成長産業創出事業補助金に係る補助事業遅延等報告書

　平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（平成　年　月　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けた新成長産業創出事業補助金に係る補助事業の遅延等について、下記のとおり報告します。

記

１．研究開発テーマ
２．補助事業の進捗状況

３．補助事業に要した経費

４．遅延等の内容および原因

５．遅延等に対する措置

６．補助事業の遂行および完了の予定

（注）

１　遅延等の理由を証する書類を添付すること。

様式第７号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度新成長産業創出事業補助金　事業遂行状況報告書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（平成　年　月　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けた新成長産業創出事業補助金の事業遂行状況について、福井県補助金等交付規則第１０条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　研究開発テーマ　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業の遂行状況（平成　　年　　月　　日現在）

	


３　補助対象経費の支出状況　別表のとおり

（注）

１　申請書の内容説明書と対応させて研究（試作）の経過とその成果を簡明に記載すること。

２　研究（試作）の日程と実績を比較して、遅速のある場合はその理由を記載すること。

様式第７号の別紙

補助対象経費の支出状況

	区分
	種　　　別
	予算額（円）
	支出額（円）

	技術開発・試作品開発費
	消耗品費
	
	

	
	原材料費
	
	

	
	機械装置費
	
	

	
	外注加工費
	
	

	
	技術指導受入費
	
	

	
	特許取得費
	
	

	
	共同研究費
	
	

	
	直接人件費
	
	

	
	その他の経費
	
	

	合　　　　　計
	
	


（注）予算額とは申請書に添付した経費内訳書に記載したものをいう。

様式第８号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度新成長産業創出事業補助金　実績報告書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（平成　年　月　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けた新成長産業創出事業補助金の事業が完了したので、福井県補助金等交付規則第１２条の規定により関係書類を添え、下記のとおり報告します。

記

１　補助事業等の名称　　　　　補助金名　　新成長産業創出事業補助金

（　　　　　　　　　　枠）

研究開発テーマ「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業等の交付決定額　　交付決定額　　　　　　　　　　円
およびその清算額　　　　　精算額　　　　　　　　　　　　円
３　補助事業の実施期間　　　　平成　　年　　月　　日（交付決定日）から

平成　　年　　月　　日まで

４　補助事業の成果　　　　　　別紙１研究結果報告書のとおり

５　添付書類　　　　　　　　　別紙１　研究開発結果報告書

別紙２　経費実績書

別紙３　支払照合表

別紙４　取得財産等管理台帳

別紙５　収支決算書

経理関係書類の写し

様式第８号の別紙１

研究開発結果報告書

１　申請者

	補助金名
	平成　　年度新成長産業創出事業補助金（　　　　　　　　　　枠）

	申請者（注１）
※別添１「グループ構成員等一覧表」を添付すること
	グループ名
	

	
	企業名
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	ＵＲＬ
	

	
	従業員
	名
	

	
	資本金
	千円
	売上高
	千円

	連絡担当者
	所属・役職
	

	
	氏名
	

	
	ＴＥＬ
	

	
	Ｅメール
	


２　補助事業の概要

	研究テーマ
	

	研究開発の成果
（研究の成果を簡潔に記載すること）
	

	研究開発・試作開発の
事業化の計画

（研究開発の成果を活用した事業化の計画を簡潔に記載すること。
　継続する場合は、２年目の課題とその後の事業化計画について簡潔に記載すること。）
	

	研究開発の期間
	開始期日　平成　　年　　月　　日（交付決定日）

完了期日　平成　　年　　月　　日

	補助事業に要した経費
	補助事業に要した経費　　　　　　　　　　円

	
	うち補助対象経費　　　　　　　　　　　　円

	補助金申請額
	　　　　　　　　　　　　　　円


（注１）「申請者」の欄には、グループを代表する県内企業について記載し、「グループの構成員」の欄

に、グループを構成する企業等の名称、所在地、代表者名および大学等の名称、学部学科名、担当者名を記載すること。
３　補助事業の実施体制

（実施した補助事業に従事した者のそれぞれが担った役割を記載した実施体制図を簡潔に記した上で、技術指導を受けた場合もその内容等について言及し、研究開発や試作開発の実施過程で必要な技術等をどのように手立てしたかを具体的に記載してください。）
４　補助事業の内容

（１）技術開発・試作品開発

① 技術的課題の解決方法について

（どのような技術的課題を解決するために技術開発・試作開発を実施したのかを、「現状の課題・製造方法」「具体的目標」等について明確にしながら、「技術的課題の解決方法」について、開発した技術などの内容がわかるよう記載して下さい。）
② 具体的な取り組み内容について

（試作開発を行った目的・手段について、実施工程ごとに見出しをつけつつ、実施した研究開発、使用した材料や機械装置等を明確にしながら、実際に取り組んだ内容を記載してください。必要に応じて、概略図や写真、サンプル等を添付してください。）

（２）試作開発や販路開拓で予定している主な工程ごとのスケジュール
（具体的な取り組み内容における各工程に沿って、どのようなスケジュールで進めたかを記載してください。研究項目の欄には、実施工程ごとにつけた見出しを記載してください。）
	研究項目＼月
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


５　補助事業の成果

（補助事業による試作開発の成果を具体的に記載してください。また、成果（試作品）の無償譲渡や無償貸与を行った場合または今後行う場合は、具体的な譲渡・貸与先およびその目的を記述してください。）

６　補助事業成果の事業化の目標

	事業化する製品
・サービス等
	

	事業化の時期
	

	具体的な内容
および方法
	

	市場の規模
および動向
	（成果が実用化されることで、どのようなユーザーやマーケットに影響を及ぼすことができるのかについて、想定される市場規模等について簡潔に記述してください。）


	売上等の見込み
	


様式第８号の別紙１

研究開発結果報告書

別添１

グループ構成員等一覧表

１．グループ構成員

（１）企業

	
	企業名等
	企業概要等
	研究者等
	代表者印

	１

代表
	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ
	

	２


	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ
	


（注）グループを代表する企業を「１」に記載し、その他のグループを構成する企業等を２以下に記載すること。

（２）大学等、試験研究機関

	
	大学（機関）名等
	研究者等
	連絡先
	研究者印

	１


	名称

所在地
	所属（学部学科）

職

氏名
	ＴＥＬ


	


２　共同研究を行う必要性、有効性

	


３　研究の分担

	
	企業・大学等名
	分担する研究項目および内容

	１


	
	

	２


	
	

	３


	
	


様式第８号の別紙２　

経費実績書
１．経費配分実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	種別
	内容
	仕様
	単位
	数量
	単価
	補助事業に要した
経費（税込）
	入　手
年月日
	補助対象
経費
（税抜）
	補助金
充当額
	備考
	支払No.

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	予算額
	決算額
	
	
	
	
	

	技術開発・試作品開発費
	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	
	原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	
	機械
装置費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	
	外注
加工費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	
	技術指導受入費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	
	特許

取得費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	
	共同

研究費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	
	直接
人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他の
経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	


※必要に応じ、行を追加・削除して使用してください。

※予算額とは申請書に添付した経費内訳書に記載したものをいい、補助事業計画を変更した場合には、その承認を受けた計画に基づくものをいう。

※その他記載方法は、様式第１号の別紙２に準ずる。
２．直接人件費明細
	研究者氏名
	
	
	

	健保等級等
	
	
	

	
	時間

単価

（A）
	本事業
従事時間（B）
	人件費（AxB）
	時間

単価

（A）
	本事業従事時間（B）
	人件費（AxB）
	時間

単価

（A）
	本事業従事時間（B）
	人件費（AxB）

	年　月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年　月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年　月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年　月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年　月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年　月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年　月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年　月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年　月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年　月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年　月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年　月
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※必要に応じ、行・列を追加・削除して使用してください。

※必要証拠書類（健保等級適用者：補助事業研究週報，健保等級証明書，賃金台帳等、健保等級適用者以外で年額給与、月額給与の者：補助事業研究週報，雇用契約書，賃金台帳等、健保等級適用者以外で日額、時給の者：補助事業研究週報，雇用契約書，給与明細書，給与支払証明書等）を添付すること。

※「人件費対象者」は交付申請書にて人件費対象と記載した方が対象です。計画変更承認申請をし、承認を受けていない人の人件費は対象外です。

様式第８号の別紙３

支払照合表
補助金名　　　平成　　年度　　　　　　　　　補助金

補助事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	支払№
	支払先企業名
	所在地

担当者部署・

氏名、連絡先
	購入物品

〔名称/数量〕
	見積書

〔日付/金額〕
	注文書・契約書

〔日付/金額〕
	納品書・検収書

〔日付〕
	請求書
〔日付/金額〕
	支払

〔支払方法/

　支払日/金額〕
	領収書

〔日付/金額〕
	口座照合
	備　考

	
	
	所在地

部署

氏名

TEL
	
	
	
	
	
	銀行振込/小切手/手形
	
	銀行

支店

普通・当座
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式第８号の別紙４

取得財産等管理台帳

	区分
	財産名
	規格
	単位
	数量
	単価

（円）
	金額

（円）
	取得

年月日
	保管

場所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）

１　財産名の区分　①原材料、②機械装置、③工具・器具、④外注加工、⑤産業財産権等、⑥その他

２　取得年月日は、検収年月日を記載すること。

３　金額は、消費税および地方消費税を含む額を記載すること。

様式第８号の別紙５
収支決算書

収　入　

	区　　　分
	金　　額（円）
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借 入 金
	
	

	補 助 金
	
	

	そ の 他
	
	

	合　　　　計
	
	


支　出　
	区分
	種　　別
	金　　額（円）
	備　　考

	技術開発・試作品開発費
	消耗品費
	
	

	
	原材料費
	
	

	
	機械装置費
	
	

	
	外注加工費
	
	

	
	技術指導受入費
	
	

	
	特許取得費
	
	

	
	共同研究費
	
	

	
	直接人件費
	
	

	
	その他の経費
	
	

	合　　　　　計
	
	


　上記、収支決算書の内容に相違ありません。

　平成　　年　　月　　日
申請者　　住　　　所

名　　　称

代表者氏名　　　　　　　　　　　印
※単年度分の収支を記載すること。
様式第９号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度新成長産業創出事業補助金　交付請求書（概算払）
平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で額の確定（交付の決定）の通知があった新成長産業創出事業補助金を交付されるよう福井県補助金等交付規則第１５条の規定により請求します。

記

請求額　金　　　　　　　　　　円

様式第１０号

番　　　　　号

年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　様

申請者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度新成長産業創出事業補助金　継続計画書

平成　　年度新成長産業創出事業補助金について、補助金の交付を受けたいので、福井県補助金等交付規則第４条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり申請します。

記

１　補助事業等の名称　　　　　　　補助金名　　新成長産業創出事業補助金

（　　　　　　　　　　枠）

研究開発テーマ「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業等の目的および内容　　別紙１補助事業計画書のとおり

３　補助事業の完了の予定期日　　　開始予定期日　交付決定日

および実施の計画　　　　　　　完了予定期日　平成　　年　　月　　日

実施の計画　　別紙１補助事業計画書のとおり

４　交付申請額　　　　　　　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円

補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円

交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円

５　交付申請額の算出方法　　　　　別紙２補助事業経費内訳書のとおり

６　補助事業の経費の配分　　　　　別紙２補助事業経費内訳書のとおり

および経費の使用方法

７　添付書類　　　　　　　　　　　別紙１　事業計画書

別紙２　経費内訳書

決算報告書等（直近１期分）

様式第１０号の別紙１

事業計画書
Ⅰ　申請者

	補助金名
	平成　　年度新成長産業創出事業補助金（　　　　　　　　　　枠）

	申請者（注１）


	グループ名
	

	
	企業名
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	ＵＲＬ
	

	
	主たる業種
	（日本標準産業分類、中分類）


	
	主要製品
	

	
	加盟業界団体等
	

	
	従業員
	名
	設　立
	　　　　年　　月

	
	資本金
	千円
	売上高
	千円

	
	取引金融機関
	

	
	株主
	別添１「株主等一覧表」のとおり

	
	経営状況
	別添２「経営状況表」のとおり

	
	グループの構成
	別添３「グループ構成員等一覧表」のとおり

	連絡担当者
	所属・役職
	

	
	氏名
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅメール
	

	代表研究者
	所属・役職
	

	
	氏名
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅメール
	

	
	略　　歴
	

	研究者

（所属・役職　氏名）
	

	
	

	
	

	経理担当者
（所属・役職　氏名）
	


（注１）「申請者」の欄には、グループを代表する県内企業について記載し、「グループの構成員」の欄

に、グループを構成する企業等の名称、所在地、代表者名および大学等の名称、学部学科名、担当者名を記載すること。
Ⅱ　事業内容

１．概要

	研究テーマ

（事業内容を表現する適切な名称を記載してください。）
	

	
	目的と内容
	成果目標

	一　年　目
	技術開発・

試作品開発
	
	

	二　年　目
	技術開発・

試作品開発
	
	

	事業化の目標

（研究開発で得られる成果を活用した事業化の予定を簡潔に記載してください。）
	

	研究開発の期間　
	開始予定期日　交付決定日
完了予定期日　平成　　年　　月　　日


２．詳細

（１）初年度の成果について

ⅰ．補助事業の実施体制
（実施した補助事業に従事した者のそれぞれが担った役割を記載した実施体制図を簡潔に記した上で、技術指導を受けた場合もその内容等について言及し、試作開発や販路開拓の実施過程で必要な技術等をどのように手立てしたかを具体的に記載してください。）
ⅱ．補助事業の内容

① 技術的課題の解決方法について

（どのような技術的課題を解決するために技術開発・試作開発を実施したのかを、「現状の課題・製造方法」「具体的目標」等について明確にしながら、「技術的課題の解決方法」について、開発した技術などの内容がわかるよう記載して下さい。）
② 具体的な取り組み内容について

（試作開発を行った目的・手段について、実施工程ごとに見出しをつけつつ、実施した研究開発、使用した材料や機械装置等を明確にしながら、実際に取り組んだ内容を記載してください。必要に応じて、概略図や写真、サンプル等を添付してください。）

③ 成果

（補助事業による試作開発の成果を具体的に記載してください。また、成果（試作品）の無償譲渡や無償貸与を行った場合または今後行う場合は、具体的な譲渡・貸与先およびその目的を記述してください。）

④ 経費実績　　様式第８号の別紙２を利用すること
（２）次年度の事業内容について

ⅰ．補助事業の実施体制
（実施する業務内容と、関わる関係者のそれぞれが担う役割を記載した実施体制図を簡潔に記した上で、支援機関等からの技術指導を受ける場合もその内容等を言及し、試作開発や販路開拓の実施過程で必要な技術等をどのように手立てするのかを具体的に記載してください。）
ⅱ．技術的課題と研究の目的、必要性について

ⅲ．研究開発内容について

① 技術的課題の解決方法について

（技術的課題の解決方法がわかるように記載してください。必要に応じて、概略図や写真、サンプル等を添付してください。）

② 具体的な取り組み内容について

（課題を解決するための工程ごとに見出しをつけつつ、不可欠な研究開発、材料や機械装置等を明確にしながら具体的な目標およびその具体的な達成手段を記載してください。）
ⅳ．技術開発や試作開発で予定している主な工程ごとのスケジュール
（具体的な取り組み内容における各工程に沿って、どのようなスケジュールで進めていくのかを記載してください。研究項目には、実施工程ごとにつけた見出しを記載してください。）
	研究項目＼月
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


ⅴ．研究開発成果の事業化の目標

	事業化する製品
・サービス等
	

	事業化の時期
	

	具体的な内容
および方法
	

	市場の規模
および動向
	（成果が実用化されることで、どのようなユーザーやマーケットに影響を及ぼすことができるのかについて、想定される市場規模等について簡潔に記述してください。）


	売上等の見込み
	


ⅵ．専門家支援について（技術指導受入費まはた専門家謝金がある場合）

	指導者
	所属・役職

氏名
	

	
	指導内容
	詳細は別添４のとおり


ⅶ．外部協力について（大学等から無償で協力を受ける場合）

	外部協力者
	所属・役職
氏名
	

	
	協力内容
	


※別添１，２，３，４は、様式１を利用すること。

様式第１０号の別紙２

経費内訳書（２年目）

経費配分内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	種　別
	内　容
（注２）
	仕　様
（注３）
	単位
（注４）
	数量
	単価
	補助事業
に要する
経費
（税込）
（注５）
	補助対象
経費
（税抜）
（注６）
	補助金
交付
申請額
（注７）
	備考
（注８）

	技術開発・試作品開発費
	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	機械装置費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	外注加工費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	技術指導
受入費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	特許取得費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	共同研究費

（注９）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	直接人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	
	その他
の経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	小　計
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


※記載方法は、様式第１号の別紙２に準ずる。
資金調達内訳

①　補助事業に要する経費調達内訳
	区　　　分
	補助事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自　己　資　金
	
	

	補　　助　　金
	
	

	借　　入　　金
	
	

	そ　　の　　他
	
	

	合　　計　　額
	
	


②　補助金相当額の手当方法
	区　　　分
	補助事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自　己　資　金
	
	

	借　　入　　金
	
	

	そ　　の　　他
	
	

	合　　計　　額
	
	


※補助金の支払いは、原則として補助事業終了後の精算払いとなりますので、補助事業実施期間中、
補助金相当分の資金を確保する必要があります。
様式第１１号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度新成長産業創出事業補助金に係る補助事業財産処分承認申請書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定を受けた新成長産業創出事業補助金に係る補助事業に関し、下記の財産を処分したいので、福井県補助金等交付規則第２０条の規定に基づき承認を申請します。

記

１　取得財産名および取得年月日

２　取得価格および時価

３　処分の方法

４　処分の理由

５　処分により得る収入の見込み額

（注）

１　様式第８号の別紙４の写しを添付すること。

２　処分にかかる費用の見積書を添付すること。

３　別表３に基づく算出根拠を添付すること。
様式第１２号
番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）

平成　　年度新成長産業創出事業補助金に係る
補助事業等の成果を活用して実施する事業に使用するための取得財産の処分申請書
　平成　　年度新成長産業創出事業補助金により取得した財産を、下記のとおり処分したいので、新成長産業創出事業補助金交付要領第１７条第５項に基づき、承認を申請します。
記
１　取得財産名および取得年月日

２　取得価格および時価

３　処分の方法

　　転用
４　処分の理由

　　補助事業等の成果を活用して実施する事業に転用するため。

５　誓約書
別紙
様式第１２号の別紙
年　　月　　日　　
誓　　約　　書
福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）

補助事業等の成果を活用して実施する事業に使用するための取得財産の処分申請書を提出するにあたり、下記事項を遵守することを誓約いたします。
　なお、これに違反しもしくは相違のあった場合には、当該申請に係る承認の無効、補助金の返納等の処置をとられても、一切の異議の申し立てをいたしません。
記
１．新成長産業創出事業補助金により取得した財産は、当該補助事業等の成果を活用して実施する事業にのみ転用します。
２．新成長産業創出事業補助金交付要領第１７条に定める期間中に当該財産を再度処分する場合には、再申請を行います。
様式第１３号

年　　月　　日

（補助事業者名を記載）
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　様

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）

（成果無償譲渡先名を記載）
申請者住所（郵便番号、本社所在地） 

氏      名（名称および代表者の氏名）    

           　　                         　　　 連絡担当者（職名および氏名)
               　　                            電話番号
                   　　                        ＦＡＸ
成果受領書
新成長産業創出事業補助金による成果について、新成長産業創出事業補助金交付要領第１８条に基づき、　　　　　　　　　　より無償譲渡（貸与）を受けました。その取扱いについては、以下の事項を遵守いたします。また、本受領書が当該補助事業の実績報告として福井県に提出されることを了承いたします。
記

１　無償譲渡（貸与）された成果の名称および数量

２　無償譲渡（貸与）された期日および場所

３　無償譲渡（貸与）の目的

４　無償譲渡（貸与）された成果の取扱い
・無償譲渡（貸与）を受けた本成果を、前項の目的のためにのみ使用します。
　・本成果は、前項の目的を逸脱した用途には使用しません。

様式第１４号
番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度新成長産業創出事業補助金に係る事業化状況報告書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定を受けた新成長産業創出事業補助金に関し、平成　　年度の事業化状況について、下記のとおり報告します。

記

平成　　年度　事業化状況

	研究開発

テーマ
	補助金

確定額

（A）
	補助事業に係る

本年度の総収入額

（H）
	補助事業に係る

本年度収益額

（B）
	本年度までの補助事業に係る支出額（C）
	備考

	
	
	
	
	
	

	１　追加研究の状況

２　事業化の状況

３　今後の予定

４　補助事業により取得した財産の状況

５　補助事業者のその後の状況についても補助事業の成果とあわせて参考にさせていただきたいので、次の項目もご記入願います。（直近のもの：平成　　年　　月～平成　　年　　月）

	売上高
	経常利益
	当期利益
	法人県民税　および

法人事業税　納入額

	
	
	
	


（注）

１　別表５に基づく算出根拠を添付すること。
２　補助事業により取得した財産（補助対象取得物品）の状況（使用状況、保管管理場所等）に変更があった場合は、
変更の内容を記載するとともに、変更後の取得財産管理等台帳（様式第８号の別紙４）を添付すること。

様式第１５号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度新成長産業創出事業補助金に係る産業財産権届出書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金等の交付決定を受けた新成長産業創出事業補助金に関し、下記のとおり産業財産権の出願（取得、譲渡、実施権の設定）をしたので、下記のとおり報告します。

記

１　研究開発テーマ
２　産業財産権の種類および出願番号または取得番号

３　内容（出願、取得、譲渡、実施権の設定）

４　譲渡、実施権の設定により得た収入の額および見込額

（注）

１　譲渡および実施権の設定を行った場合は、「３　内容」に相手方、条件等を記載すること。

２　譲渡、実施権の設定により既に収入のあった場合は、それを証する書類を添付すること。
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